
２ 林業信用保証勘定
（１）林業信用保証業務

（単位：百万円）
金　　額 金　　額

（資産の部） （負債の部）
Ⅰ　流動資産 Ⅰ　流動負債
　　　現金及び預金 3,130 　　　前受収益 66 
　　　有価証券 3,000 　　　リ－ス債務（短期） 4 
　　　その他の流動資産 57 　　　引当金
　　　　　流動資産合計 6,188 　　　　賞与引当金 24 

　　　　保証債務損失引当金 647 
Ⅱ　固定資産 　　　政府事業交付金 1,842 
　１　有形固定資産 　　　その他の流動負債 14 
　　　　建物 9 　　　　　流動負債合計 2,597 
　　　　　減価償却累計額 8 △  Ⅱ　固定負債
　　　　その他の有形固定資産 26 　　　長期前受収益 159 
　　　　　減価償却累計額 14 △  　　　リ－ス債務（長期） 6 
        有形固定資産合計 14 　　　引当金
　２　無形固定資産 23 　　　　退職給付引当金 128 
　３　投資その他の資産 　　　　保証債務損失引当金 456 
　　　　投資有価証券 24,799 　　　　　固定負債合計 749 
　　　　敷金・保証金 8 Ⅲ　保証債務
　　　　求償権 3,974 　　　短期保証債務 21,354 
　　　　　求償権償却引当金 △ 3,771 　　　長期保証債務 13,761 
        その他の資産 2 　　　　　保証債務合計 35,115 
        投資その他の資産合計 25,012 38,462 
　　　　　固定資産合計 25,050 （純資産の部）

Ⅰ　資本金
Ⅲ　保証債務見返 　　　政府出資金 15,309 
　　　　短期保証債務見返 21,354 　　　地方公共団体出資金 3,776 
　　　　長期保証債務見返 13,761 　　　民間出資金 3,580 
　　　　　保証債務見返合計 35,115 　　　　　資本金合計 22,664 

Ⅱ　資本剰余金
　　　減資差益 6 
　　　損益外減損損失累計額 18 △  
　　　　　資本剰余金合計 12 △  
Ⅲ　利益剰余金
　　　積立金 4,808 
　　　当期未処分利益 431 
　　　（うち当期総利益） (431)
　　　　　利益剰余金合計 5,239 

27,891 
66,352 66,352 

損　　益　　計　　算　　書
（自　平成29年4月1日　至　平成30年3月31日）

（単位：百万円）
金　　額 金　　額

経常費用 経常収益
　事業費 　事業収入
　　保証事業費 　　保証事業収入
　　　求償権償却損失 47 　　　保証料収入 286 
　　　求償権回収事業費 14 　　　違約金収入 6 
　　　求償権償却引当金繰入 349 　　　償却債権取立益 15 
      事業費合計 410 　　　保証債務損失引当金戻入 611 
　一般管理費 　　　政府事業交付金収入 122 

人件費 314       事業収入合計 1,040 
直接業務費 25 　財務収益

　　　管理業務費 75 　　　受取利息 0 
賞与引当金繰入 24 　　　有価証券利息 264 
退職給付引当金繰入 14 　　　財務収益合計 264 

　　　減価償却費 10 　雑益 0 
      一般管理費合計 462 
　財務費用 0 
　経常費用合計 872 　経常収益合計 1,304 
経常利益 431 経常損失
臨時損失
　固定資産除却損 0 
　臨時損失合計 0 
当期純利益 431 当期純損失 0 
当期総利益 431 当期総損失 0 

貸　　借　　対　　照　　表

科　　　　　　目 科　　　　　　目

（平成30年3月31日現在）

科　　　　　　目 科　　　　　　目

負債合計

純資産合計
資産合計 負債純資産合計

１．貸借対照表

（注）貸借対照表及び損益計算書の説明における金額の次の（ ）内は、２８年度からの
増減を示す（以下同じ）。

（１）平成２９年度末における資産総額は６６３億５２百万円（１７億８５百万円減）である。
主な内訳は、保証債務見返（負債科目の保証債務の見返として計上）３５１億１５百万円

（１６億７２百万円減）、有価証券及び投資有価証券２７７億９９百万円（６億円増）、現
金及び預金３１億３０百万円（７億１５百万円減）である。

（２）負債総額は３８４億６２百万円（２１億５７百万円減）である。
主な内訳は、保証債務（保証債務残高）３５１億１５百万円（１６億７２百万円減）、保

証債務損失引当金１１億３百万円（６億１１百万円減）、政府事業交付金１８億４２万円（１
億３４百万円増）である。

（３）純資産総額は２７８億９１百万円（３億７３百万円増）である。
主な内訳は、政府出資金１５３億９百万円（増減なし）、地方公共団体及び民間からの出

資金７３億５５百万円（５９百万円減）、利益剰余金５２億３９百万円（４億３１百万円増）
である。

２．損益計算書

（１）平成２９年度の経常費用は８億７２百万円（９７百万円減）、経常収益は１３億４百万円
（４４百万円増）で、これに臨時損失を加味した結果、当期総利益は４億３１百万円（利益
の１億４１百万円増）となった。

（２）この利益が増加となった主な要因は、
① 政府事業交付金収入が１億２２万円（８６百万円減）となったこと、
② 保証料収入が２億８６百万円（４８百万円減）となったこと、
③ 求償権償却損失が４７百万円（２１百万円増）となったものの、

一方で、
④ 保証債務損失引当金戻入が６億１１百万円（１億８７百万円増）となったこと、

⑤ 求償権償却引当金繰入が３億４９百万円（１億９百万円減）となったこと
等による。



（２）林業等資金寄託業務

（単位：百万円）
金　　額 金　　額

（資産の部） （負債の部）
Ⅰ　流動資産 Ⅰ　流動負債
　　　現金及び預金 479 １年以内返済予定長期借入金 － 
　　　有価証券 1,360 　　　　　流動負債合計 － 
　　　その他の流動資産 0 Ⅱ　固定負債
　　　　　流動資産合計 1,839 　　　長期借入金 2,000 

　　　　　固定負債合計 2,000 
Ⅱ　固定資産 2,000 
　１　有形固定資産 － （純資産の部）
　２　無形固定資産 － Ⅰ　資本金
　３　投資その他の資産 　　　政府出資金 28,555 
　　　　寄託金 28,726 　　　　　資本金合計 28,555 
　　　　　固定資産合計 28,726 Ⅱ　利益剰余金

　　　積立金 11 
　　　当期未処分利益 0 
　　　（うち当期総利益） (0)
　　　　　利益剰余金合計 11 

28,566 
30,566 30,566 

損　　益　　計　　算　　書
（自　平成29年4月1日　至　平成30年3月31日）

（単位：百万円）
金　　額 金　　額

経常費用 経常収益
　一般管理費 　政府補給金収入 2 

直接業務費 0 　財務収益
      一般管理費合計 0 　　　受取利息 0 
　財務費用 2 　　　有価証券利息 0 

　　　財務収益合計 0 
　経常費用合計 2 　経常収益合計 2 
経常利益 0 臨時利益
当期純利益 0 
当期総利益 0 

資産合計

（平成30年3月31日現在）
貸　　借　　対　　照　　表

科　　　　　　目

科　　　　　　目 科　　　　　　目

負債純資産合計

科　　　　　　目

負債合計

純資産合計

１．貸借対照表

（１）平成２９年度末における資産総額は３０５億６６百万円（７億６１百万円減）である。
主な内訳は、株式会社日本政策金融公庫への寄託金２８７億２６百万円（８億５２百万円

減）、現金及び預金４億７９百万円（１億８１百万円増）、有価証券１３億６０百万円（９０
百万円減）である。

（２）負債総額は２０億円（７億６１百万円減）である。
内訳は、長期借入金（寄託金の原資として、民間金融機関からの借入額）２０億円（７億

６１百万円減）である。

（３）純資産総額は２８５億６６百万円（０．１百万円増）である。
内訳は、政府出資金２８５億５５百万円（増減なし）、利益剰余金１１百万円（０．１百

万円増）である。

２．損益計算書

（１）平成２９年度の経常費用は２百万円（２百万円減）、経常収益は２百万円（３百万円減）
で、この結果、当期総利益は０．１百万円（利益の０．３百万円減）となった。

（２）この利益が減少となった主な要因は、財務収益が０．１百万円（０．３百万円減）となっ
たことによる。



（３）林業等資金貸付業務

（単位：百万円）
金　　額 金　　額

（資産の部） （負債の部）
Ⅰ　流動資産 Ⅰ　流動負債
　　　現金及び預金 9,112 　　　リ－ス債務（短期） 0 
　　　有価証券 － 　　　引当金
　　　短期貸付金 676 　　　　賞与引当金 4 
　　　その他の流動資産 0 　　　その他の流動負債 7 
　　　　　流動資産合計 9,788 　　　　　流動負債合計 11 

Ⅱ　固定負債
Ⅱ　固定資産 　　　リ－ス債務（長期） 0 
　１　有形固定資産 　　　引当金
　　　　建物 2 　　　　退職給付引当金 23 
　　　　　減価償却累計額 1 △  　　　　　固定負債合計 23 
　　　　その他の有形固定資産 5 34 
　　　　　減価償却累計額 2 △  （純資産の部）
        有形固定資産合計 2 Ⅰ　資本金
　２　無形固定資産 0 　　　政府出資金 9,800 
　３　投資その他の資産 　　　　　資本金合計 9,800 
　　　　長期貸付金 106 Ⅱ　利益剰余金
        その他の資産 0 　　　積立金 82 
　　　　敷金・保証金 1 　　　当期未処理損失 18 
        投資その他の資産合計 107 　　　（うち当期総損失） (18)
　　　　　固定資産合計 110 　　　　　利益剰余金合計 64 

9,864 
9,898 9,898 

損　　益　　計　　算　　書
（自　平成29年4月1日　至　平成30年3月31日）

（単位：百万円）
金　　額 金　　額

経常費用 経常収益
　事業費 － 　事業収入
　一般管理費 　　貸付事業収入
　　　人件費 50 　　　政府事業交付金収入 53 

直接業務費 0       事業収入合計 53 
管理業務費 13 　財務収益

　　　賞与引当金繰入 4 　　　受取利息 0 
　　　退職給付引当金繰入 2 　　　有価証券利息 － 
      一般管理費合計減価償却費 1 　　　財務収益合計 0 
      一般管理費合計 71 
　財務費用 0 
　経常費用合計 71 　経常収益合計 53 
経常利益 経常損失 18 
臨時損失
　固定資産除却損 0 
　臨時損失合計 0 

当期純損失 18 
当期総損失 18 

貸　　借　　対　　照　　表

科　　　　　　目 科　　　　　　目

（平成30年3月31日現在）

科　　　　　　目 科　　　　　　目

負債合計

純資産合計
資産合計 負債純資産合計

１．貸借対照表

（１）平成２９年度末における資産総額は９８億９８百万円（２６百万円減）である。
主な内訳は、現金及び預金９１億１２百万円（４億７８百万円増）、短期貸付金及び長期

貸付金７億８２百万円（５億４百万円減）である。

（２）負債総額は３４百万円（８百万円減）である。
主な内訳は、退職給付引当金２３百万円（２百万円減）、その他の流動負債７百万円（６

百万円減）である。

（３）純資産総額は９８億６４百万円（１８百万円減）である。

内訳は、政府出資金９８億円（増減なし）、利益剰余金６４百万円（１８百万円減）であ
る。

２．損益計算書

（１）平成２９年度の経常費用は７１百万円（５百万円減）、経常収益は５３百万円（０．０１
百万円減）で、これに臨時損失を加味した結果、当期総損失は１８百万円（損失の５百万円
減）となった。

（２）この損失が減少となった主な要因は、一般管理費が７１百万円（５百万円減）となったこ
と等による。


